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1-1 計画見直しの背景と目的 

熊本市の水道事業は、大正１３年（１９２４年）に通水を開始して以来、令和６年（２０２４年）１１月

で１００年を迎え、安全でおいしい水の安定供給に取り組んでまいりました。 

また、下水道事業では、昭和２３年（１９４８年）に事業を開始し、公衆衛生の向上や公共水域の

水質改善のほか、雨水の排除など内水氾濫対策の役割を果たしてきました。 

さらに、工業用水道事業においては、平成１１年（１９９９年）から城南工業団地で事業を開始し、

同団地内の製造・物流業へ工業用水の豊富低廉な供給を行ってきました。 

このように、上下水道事業は本市の最も重要な社会基盤の一つとして、約 74万人の市民生

活と都市活動を支えています。 

しかしながら、財源の根幹となる料金等収入については、人口減少や節水機器の普及等によ

り減少傾向にある一方で、昭和４０年代後半から平成初期にかけて大量に整備した管路の老朽

化等により更新需要は高まっていくなど、経営状況は厳しくなっていきます。 

そのため、上下水道局では将来にわたって上質な上下水道サービスを提供し続けるために、

経営基盤強化や財政マネジメント向上など中長期の経営の基本計画として、令和２年（２０２０年）

３月に「熊本市上下水道事業経営戦略」を策定し、事業を取り巻く環境の変化を踏まえ、本市の

上下水道事業の目指す将来像と基本方針等を示すとともに、具体的な取組を定めた実施計画に

基づき、事業を着実に推進してきました。 

 

そのような中、概ね計画どおりに進捗してきたものの、物価高騰等に伴う事業費の増加により 

計画的な発注が難しくなり、一部の事業で進捗が遅れるなどの課題も見えてきました。 

また、計画策定から５年が経過し、カーボンニュートラルの実現に向けた取組、半導体関連産

業の集積に伴う地下水量・水質への懸念、PFOS・PFOAなどの有機フッ素化合物に対する水

道水の安全性確保、令和６年１月に発生した能登半島地震等を踏まえた国土強靱化など、新たな

取組に対応する必要性や、厚生労働省から国土交通省へ水道行政の移管に伴う上下水道事業

の一体的な取組など、事業を取り巻く環境が変化しています。 

さらに、総務省からは、より質の高い経営戦略とするよう令和７年度までの改定が要請され、

見直しにあたって質を高める取組として、更なる経営健全化や料金改定の検討などの経営改革

を盛り込むことが求められています。 

そこで、これまでの取組内容を振り返りながら、経営戦略に定める４つの将来像と８つの基本

方針は継続しつつ、更なる経営基盤の強化を図るとともに、本市の総合計画との整合や、社会経

済情勢の変化など様々な課題に対応していくため、取組等の見直しを図ることとし、本計画を 

改定するものです。 

今後も熊本市の良質な地下水を安全な水道水としてお届けするとともに、下水道を通して良

好な水環境・水循環を守り、未来へつなげていくため、上下水道の強靱化を進めるとともに経営

基盤を安定的でより強固なものにし、市民の皆さまの視点に立った事業運営に取り組んでまいり

ます。 

 第１章 改定の経緯 



1-2 計画期間と対象事業 

熊本市第８次総合計画（以下「総合計画」という。）の計画期間（令和６年度～令和１３年度）と

整合を図り、連動した計画実施とするため、熊本市上下水道事業経営戦略（以下「経営戦略」と

いう。）の計画期間を２年間延長し、１２年間（令和２年度～令和１３年度）とします。 

また、経営戦略に掲げる理念や目指す将来像を実現するために、経営戦略実施計画（以下「実

施計画」という。）を策定し、前期実施計画（令和２年度～令和６年度）以降は、総合計画の中間

見直しに合わせて、中期実施計画（令和７年度～令和９年度）と後期実施計画（令和１０年度～ 

令和 13年度）に分けて具体的な取組を設定します。 

なお、経営戦略及び実施計画の対象事業は、水道事業、公共下水道事業、工業用水道事業の

３つです。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  
対象事業 

水道 

公共下水道 

工業用水道 

この経営戦略及び実施計画

では、３つの事業をまとめて

「上下水道事業」と標記して

います。 

中間見直し 



1-3 計画の位置づけ 

 経営戦略は、熊本市の最上位計画である「熊本市第８次総合計画」と整合が図られた上下水道

事業の根幹に位置する計画です。 

また、経営戦略の目指す将来像や基本方針は国土交通省の新水道ビジョン、新下水道ビジョ

ンの示す方向性と整合し、総務省が策定を求めている経営戦略の改定要件を満たすものです。 

 

 

 

 



2-1 水道事業の概要と現況 

(1)普及状況 

本市の水道事業は、大正 13年（１９２４年）の給水開始以来、近隣町村との合併や産業の発展など市勢

の発展に伴う区域拡大や人口増加に対応してきました。給水開始の翌年、給水人口 26,920 人、普及率

18.6％であった水道事業は、令和５年度末には給水人口 712,763人、普及率 96.8％となっています。  

水道事業の基本計画としては、計画給水人口 719,000 人、計画１日平均給水量 222,000 ㎥/日、 

計画１日最大給水量 275,000㎥/日となっています。 

  

 

 

 

  

 
第 2章 熊本市の上下水道 

図 2-1-1 給水人口と普及率の推移 



(2)水道施設の状況 

本市の水道水は全て良質な地下水が水源となっており、令和５年度（２０２３年度）末時点で取水施設

38 箇所（99 本）の井戸から取水しています。地下水質が良好なため、くみ上げた地下水のほとんどは、

水道法（昭和 32 年法律第 177 号）で一定の基準で注入することを義務付けられた次亜塩素酸ナトリウ

ムを注入するだけで配水しています。また、市内には配水施設が

45 箇所（54 池）あり、地形や水源の能力に応じて市内を 13 の

配水区に分け、自然流下又はポンプで加圧して配水していま

す。令和５年度（２０２３年度）の１日平均配水量は 217,753 ㎥、

施設能力は 321,879㎥／日となっています。 

主要な施設は、上下水道局本館の水運用センターにおいて

24時間体制で遠隔監視・制御されており、安全な水が安定的か

つ効率的に配水されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13配水区一覧
（令和５年３月31日現在）

植木配水区

北部配水区

河内配水区

徳王配水区

岩倉山配水区

立田山配水区

高遊原・小山山配水区

万日山配水区

城山配水区

健軍・秋田配水区

川尻配水区

南部配水区

城南配水区

写真 2-1-1 水運用センター 

高遊原・小山山配水区

岩倉山配水区

徳王配水区

立田山配水区

城山配水区

河内配水区

熊 本 市 配 水 系 統 図

令和５年３月３１日現在

北部配水区

川尻配水区

健軍・秋田配水区

植木配水区

南部配水区

城南配水区

万日山配水区

図 2-1-2 配水区割図 

 



市勢や市域の発展・拡大にあわせて水道管路の整備を進め、令和５年度（２０２３年度）末には水道  

管路総延長は 3,616km となっています。近年は地震等の災害に対応するため、基幹管路の耐震化や

配水区間における水融通管の整備などに力を入れています。 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

  

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

38 38 38 38 38
45 45 45 45 45

3,520 3,550 3,570 3,594 3,616
導水管(km) 43 43 44 44 44
送水管(km) 53 53 53 54 53
配水管(km) 3,424 3,454 3,473 3,497 3,519

　水道管路総延長（km）については四捨五入の関係で合計が合わない場合があります

  水道管路総延長(km)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　　　項目

　取水施設(箇所)
　配水施設(箇所)

一本木水源地（調整池）上松尾第2加圧所（調整池）

八景水谷水源地（調整池）岳加圧所（調整池）

川尻水源地（配水池） 平山配水池
池上水源地（調整池） 島崎配水池（島崎2号）

城山水源地（調整池）

貢水源地（調整池） 戸島送水場（調整池）

岩倉山配水池
徳王配水池
立田山配水池
健軍配水場（配水池）

小山山配水池
高遊原配水池
改寄配水場（配水池）

西梶尾配水場（配水池）

和泉配水池
白浜配水池
川床配水池
南部送水場(調整池)

災害対策用貯水施設

1

10

3

45

6

8

7
9

2

12

13

15

16

17

19

20

1

2

3

4

5

11

6

7

10

11

12

13

1

1

17

1
▲金峰山

▲三ノ岳

▲ 熊ノ岳

▲

▲立田山

熊本新港

熊本ＩＣ

益城空港ＩＣ

御船ＩＣ

植木ＩＣ

山鹿市

玉東町

菊池市

合志市

菊陽町

益城町

御船町

嘉島町

甲佐町

宇城市

宇土市

熊本駅

江津湖

8

●熊本県庁

9

2

15

18

12

13

10

嘉島町

9

市役所

12

13

14

10

嘉島町

9

城南スマートＩＣ

18

玉名市

●

雁回山

2

北熊本スマートＩＣ

37

38

3130

32

33

34

36
35

25

26

2

30

3

27

28

26

2

27

2
29

22
24

23

1

20

21

22

28

麻生田水源地

一本木水源地

山室水源地

八景水谷水源地

亀井水源地

健軍水源地

秋田水源地

庄口水源地

沼山津水源地

託麻水源地

川尻水源地

池上水源地

城山水源地

鶴羽田水源地

飛田水源地

改寄水源地

西梶尾水源地

貢水源地（休止）

追分水源地

白浜水源地

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

舞原水源地24

赤見水源地

沈目水源地

本鰐瀬水源地

高水源地

碇水源地

25

26

27

28

29

一木第１水源地

一木第２水源地

一木第３水源地

山本第１水源地

山本第２水源地

大塚第２水源地

西宮原水源地

木留第１水源地

木留第２水源地

30

31

32

33

34

35

36

37

38

岩倉山配水池

徳王配水池

立田山配水池

健軍配水場

秋田配水場

小山山配水池

高遊原配水池

1

2

3

4

5

6

7

川尻配水場

万日山配水池

城山配水池

鶴羽田配水場

飛田配水場

改寄配水場

西梶尾配水場

和泉配水池

白浜配水池

川床配水池

南部送水場

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

南部水源地

富合東部水源地（休止）

新水源地

21

22

23

沈目配水場

本鰐瀬配水場

舞原配水場

赤見配水場

高配水場

碇配水場

19

23

20

21

22

24

一木配水場

山本配水場

大塚配水池

西宮原配水池

木留配水池

山口配水池

25

26

27

28

29

30

23

 戸島送水場

 沼山津送水場

 木留送水場

1

2

3

表 2-1-1 水道施設(令和元年度～令和５年度) 

図 2-1-4 施設能力と配水量 

 

図 2-1-3 水道施設位置図 

 



令和４年度（2022年度）の政令指定都市平均は 51.24％です。 

水道事業 (単位　百万円)

13,316 13,094 13,140 13,063 13,028
水道料金 11,592 11,491 11,405 11,401 11,452
その他 1,724 1,603 1,735 1,662 1,576

10,586 10,259 10,257 10,720 10,570
人件費 1,613 1,610 1,386 1,542 1,470
減価償却費 4,684 4,675 4,765 4,805 4,782
支払利息 515 475 443 411 390
その他 3,774 3,499 3,663 3,962 3,928

2,730 2,835 2,883 2,343 2,458

　税抜、百万円未満四捨五入、端数調整あり

令和５年度

収
益
的
収
支

 収益的収入

 収益的支出

 収支差引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（単位：百万円）

土地 3,250 28,886

償却資産
(建物、構築物、機械及
び装置など)

113,830 4,338

その他の固定資産 8,243 21,174

現金・預金 8,439 資本金 資本金 77,436

未収金 1,946 資本剰余金 244

その他の流動資産
（貯蔵品など）

1,402 利益剰余金 5,032

137,110 137,110合　計 合　計

令和６年３月３１日現在

資
　
産

固定資産
負
　
債

固定負債（企業債など）

流動負債（未払金など）

繰延収益（長期前受金）

流動資産
資
　
本

剰余金

(3)経営状況 

近年の決算状況は、節水機器の普及や高性能化に加え、節水意識の浸透により１人当たりの水道使用

量が減少しており、料金収入は減少傾向にありますが、民間的経営手法の導入や効率的な組織体制の 

構築などコスト削減に取り組み、一定の利益が確保できています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）年度末時点における貸借対照表には多額の未収金が計上されている。これは２月検針調定分の納入期が３月と４月、

３月検針調定分が４月と５月であることから未収金が多くなっているためである。過去５年(H30-R4)の平均収納

率は水道で 99.93％となっている。 

 

 

 

※ 有形固定資産減価償却率(%)＝有形固定資産減価償却累計額÷(有形固定資産減価償却累計額+償却対象資産)×100 

減価償却の進展具合と資産の経過年数（古さ）を確認することができる指標で、数値が高いと減価償却が進んでおり資産

の経過年数が長いことを表す。 

表 2-1-3 水道事業貸借対照表（令和５年度） 

図（平成２９年度） 

 

有形固定資産減価償却率※49.79％（令和５年度（２０２３年度）） 

表 2-1-2 水道事業収益的収支（令和元年度～令和５年度） 



2-2 下水道事業の概要と現況 

(1)普及状況 

本市の下水道事業は、昭和 23 年（１９４８年）に戦災復興事業の一つとして着手して以来、都市の健全

な発達や公衆衛生の向上、公共用水域の保全、雨水の排除など時代の変化にあわせ整備を進め、令和５

年度（２０２３年度）末における処理区域内人口は 663,956人、普及率は 91.0％となっています。 

公共下水道整備の全体計画としては、熊本市全体面積の約 35％にあたる 13,829ha を公共下水道

整備区域(全体計画区域)として定め、整備を進めており、計画汚水量は１日最大 349,700㎥、計画雨

水量は 5年確率※60mm／時となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 計画雨水量５年確率：その地域で５年に１回程度発生する規模の降雨に対応できる下水道整備を行うこと。 

図 2-2-1 処理区域内人口及び普及率の推移 



(2)下水道施設の状況 

本市の下水道処理区域は８つ（中部、東部、南部、西部、北部、富合、城南、植木処理区）に分かれてお

り、市内には５箇所の浄化センター（中部、東部、南部、西部、城南町浄化センター）があります。 

北部及び植木処理区の汚水は熊本県が運営している熊本北部浄化センターで、富合処理区の汚水は

宇土市が運営している宇土市終末処理場でそれぞれ処理されています。 

下水道管路は、昭和 40 年代後半から集中的に整備され、令和５年度（２０２３年度）末の下水道管路 

総延長は 2,802km となっており、本市の下水道は９割以上が分流式下水道により整備されています。 

 

 

 

 

  
図 2-2-2 下水道処理処理区域 

 



本市の地形は北東部が高く南西部が低い特徴があります。汚水は基本的には自然流下により浄化  

センターへ流れていきますが、自然流下が困難な場所があることや下水道管路の埋設深が深くなりすぎ

るのを防ぐため、ポンプ場を 39箇所（雨水ポンプ場 2箇所含む）、マンホールポンプを 362箇所に整備

しています。 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

単位 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

箇所 5 5 5 5 5
箇所 41 41 41 39 39
ｋｍ 2,685 2,719 2,744 2,773 2,802

　汚水管延長(km) ｋｍ 2,385 2,419 2,444 2,473 2,502

　雨水管延長(km) ｋｍ 55 55 55 55 55
　合流管延長(km) ｋｍ 245 245 245 245 245

　ポンプ場数には雨水ポンプ場２箇所を含みます
　下水道管路総延長（km）については四捨五入の関係で合計が合わない場合があります

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　　　項目

　浄化センター(箇所)
　ポンプ場(箇所)
　下水道管路総延長(km)
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嘉島町

甲佐町

宇城市

宇土市

熊本駅

江津湖

●熊本県庁

中部浄化センター

東部浄化センター

南部浄化センター

西部浄化センター

城南町浄化センター

浄化センター

1

２

３

４

５

５

3

14

2

1

２

３

４

５６、7

８

９

１

１１

１ １３

１５１

１８

１

２０

２

２

２

２

２５

２６

２

２８

２９

３０

３

３２

３

３

３５

３

３

３８

３

４０

１６

１

2 3

4

１5

6
7

熊本市上下水道局

富合営業所

城南営業所

植木営業所

西部上下水道センター

北部上下水道センター

水の科学館

営業所など

１

２

３

４

5

6

7

●

▲金峰山

▲三ノ岳

▲熊ノ岳

▲雁回山

熊本新港

熊本ＩＣ

益城空港ＩＣ

御船ＩＣ

植木ＩＣ

山鹿市

玉東町

玉名市

菊池市

合志市

菊陽町

益城町

御船町

嘉島町

甲佐町

宇城市

宇土市

熊本駅

江津湖

●熊本県庁

中部浄化センター

東部浄化センター

南部浄化センター

西部浄化センター

城南町浄化センター

浄化センター

1

２

３

４

５

５

3

14

2

1

２

３

４

５６、7

８

９

１

１１

１ １３

１５１

１８

１

２０

２

２

２

２

２５

２６

２

２８

２９

３０

３

３２

３

３

３５

３

３

３８

３

４０

１６

１

2 3

4

１5

6
7

熊本市上下水道局

富合営業所

城南営業所

植木営業所

西部上下水道センター

北部上下水道センター

水の科学館

営業所など

１

２

３

４

5

6

7

●

▲金峰山

▲三ノ岳

▲熊ノ岳

▲雁回山

熊本新港

熊本ＩＣ

益城空港ＩＣ

御船ＩＣ

植木ＩＣ

山鹿市

玉東町

玉名市

菊池市

合志市

菊陽町

益城町

御船町

嘉島町
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営業所など
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３
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図 2-2-3 下水道施設位置図 

表 2-2-1 下水道施設（令和元年度～令和５年度） 

図 2-2-4 処理能力と処理量(晴天時) 



（単位：百万円）

土地 10,087 120,930

償却資産
(建物、構築物、機械及
び装置など)

273,775 15,499

その他の固定資産 4,381 124,942

現金・預金 9,863 資本金 資本金 33,707

未収金 2,300 資本剰余金 5,553

その他の流動資産
（貯蔵品など）

2,201 利益剰余金 1,976

302,607 302,607合　計 合　計

令和６年３月３１日現在

資
　
産

固定資産
負
　
債

固定負債（企業債など）

流動負債（未払金など）

繰延収益（長期前受金）

流動資産
資
　
本

剰余金

(3)経営状況 

近年の決算状況では、節水機器の普及や高性能化に加え、節水意識の浸透による１人当たりの生活用

水量は減少しているものの、未普及地域への下水道整備により処理区域内人口が微増しているため、 

使用料収入はほぼ横ばいで推移しています。また、費用面では民間的経営手法の導入や金利の低い  

企業債への借り換えに取り組んでおり、一定の利益が確保できています。一方で下水道事業会計は、  

雨水の排除など下水道使用料を充てることが適当でない経費などもあることから、国が定める基準等に

基づき一般会計から補助金を受けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）年度末時点における貸借対照表には多額の未収金が計上されている。これは２月検針調定分の納入期が３月と４月、

３月検針調定分が４月と５月であることから未収金が多くなっているためである。過去５年(H30-R4)の平均収納

率は下水道で 99.93％となっている。 

下水道事業 (単位　百万円)

19,972 19,312 19,354 19,473 19,336
下水道使用料 10,393 10,247 10,264 10,256 10,301
その他（補助金他） 9,579 9,065 9,090 9,217 9,035

17,843 17,535 17,382 17,065 17,361
人件費 1,055 1,089 975 829 895
減価償却費 10,132 10,180 10,223 10,077 10,241
支払利息 2,115 1,919 1,757 1,601 1,521
その他 4,541 4,347 4,427 4,558 4,704

2,129 1,777 1,972 2,408 1,975

　税抜、百万円未満四捨五入、端数調整あり

令和５年度

収
益
的
収
支

 収益的収入

 収益的支出

 収支差引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

表 2-2-2 下水道事業収益的収支（令和元年度～令和５年度） 

表 2-2-3 下水道事業貸借対照表(令和５年度) 

図（平成２９年度） 

 

 令和４年度（２０２２年度）の政令指定都市平均は 51.54％です。 

有形固定資産減価償却率 39.52％（令和５年度（２０２３年度）） 



2-3 工業用水道事業の概要と現況 

(1)給水・施設の状況 

工業用水道事業は、平成 22 年（２０１０年）３月下益城郡城南町との合併により新市に引き継がれまし

た。城南工業団地は熊本県が事業主体となり造成されたもので、工業用水道は旧城南町が平成 5 年度

（１９９３年度）に施設整備を完了し、平成 11年（１９９９年）から企業への給水を開始しています。 

令和 5年度（２０２３年度）末では 10社に給水しており、施設の配水能力は１日当たり 1,000㎥です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

城南 SIC 

松橋 IC 

 

熊本市工業用水道事業（給水区域） 

城南工業団地総面積 42.6ｈａ 

図 2-3-1 工業用水道施設位置図 

熊本市工業用水道事業 
 

城南まちづくりセンター 



表 2-3-2 工業用水道事業貸借対照表（令和５年度） 

工業用水道事業 (単位　千円)

5,245 5,360 5,578 5,399 14,284
工業用水道料金 3,055 3,171 3,389 3,197 3,385
その他(補助金、長期前受他) 2,190 2,189 2,189 2,202 10,899

4,777 4,982 4,926 4,798 14,195
減価償却費 2,465 2,466 2,471 2,494 2,502
その他 2,312 2,516 2,455 2,304 11,693

468 378 652 601 89

　税抜、千円未満四捨五入、端数調整あり

令和４年度 令和５年度令和元年度

収
益
的
収
支

 収益的収入

 収益的支出

 収支差引

令和３年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　区分 令和２年度

（単位：千円）

土地 1,499 375

償却資産
(建物、構築物、機械及
び装置など)

41,923 126

その他の固定資産 0 36,798

現金・預金 10,052 資本金 資本金 20,944

未収金 9,143 資本剰余金 4,271

その他の流動資産
（貯蔵品など）

0 利益剰余金 103

62,617 62,617

剰余金

合　計 合　計

令和６年３月３１日現在

資
　
産

固定資産
負
　
債

固定負債（企業債など）

流動負債（未払金など）

繰延収益（長期前受金）

流動資産
資
　
本

(2)経営状況 

近年の決算状況では、工業団地内の全区画の分譲が完了したことから、料金収入は安定していますが、

非製造業の企業が多く、給水収益の大幅な増加は見込みにくい状況です。 

また、工業用水道事業会計に純損失が発生する年度においては、一般会計からの補助金により収支 

均衡となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3-1 工業用水道事業収益的収支（令和元年度～令和５年度） 

 令和４年度（２０２２年度）の政令指定都市平均は 5６.９５％です。 

有形固定資産減価償却率４６.５３％（令和５年度（２０２３年度）） 



  

上下水道事業経営戦略の策定からこれまで、事業を取り巻く環境は大きく変わっています。世界情勢

の変化や物価高騰などの影響により、資材価格や動力費など事業費が増加し、経営の圧迫が懸念されま

す。 

また、国において令和 2年（２０２０年）１０月に「２０５０年カーボンニュートラル」を目指すことが宣言さ

れ、熊本連携中枢都市圏では、２０３０年までに温室効果ガスを基準年度比で４０％以上削減を目標にす

るなど、上下水道事業においてもカーボンニュートラルの実現に向けて取り組んでいく必要があります。 

さらには、世界最大の半導体企業の進出に伴う関連産業の集積により、大量に地下水の使用が見込ま

れるなど、地下水の減少や適正な排水処理についても懸念されています。 

このような世界や日本を取り巻く環境の変化を注視するとともに、上下水道事業に直接的に影響を与

える環境変化について課題を含め整理し、上下水道事業が目指す将来像を展望することが必要です。 

 

3-1 人口と水需要 

3-1-1 人口 

(1)日本の総人口と熊本市の総人口 

日本の総人口は、２００８年をピークに既に減少局面に入っています。将来的には 31年後の２０５６年

には 1億人を割り約 9,965万人、45年後の２０７０年には約 8,700万人になると推計されています。 

一方、本市の人口は２０１４年に 74万人を突破したものの、10年後の２０３５年には約 71万人、25年

後の２０５０年には約 65万人まで減少すると推計されています。 

 

 

 

 第 3章 事業を取り巻く環境 

政府統計及び熊本市推計人口の実績値並びに国立社会保障・人口問題研究所の 

日本の地域別将来推計人口（令和５年（2023）年推計）を基に作成 

図 3-1-1-1 日本全体と熊本市の人口推移 

2050 

65 万人 

2023 

74 万人 



(2)人口分布の現状 

本市の地区別の人口を見ると、中央区及び東区が本市の総人口の約半分を占めています。また、地区

別の人口密度を比較すると、中央区及び東区の密度が高い状況です。 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(3)給水人口及び下水道処理区域内人口 

本市の給水人口は、令和５年度(２０２３年度)末で 712,763人となり、普及率が 96.8％に達していま

す。また、下水道処理区域内人口は令和５年度(２０２３年度)末で 663,956 人となり、普及率は 91.0％

です。 

給水人口は、未普及地域への管路整備事業が終了したことから、大幅な増加は見込めず、また熊本市

の人口減少に伴い、減少傾向に転じる見込みです。 

下水道処理区域内人口は、引き続き未普及地域への管路整備を行うため、緩やかに増加するものの、

熊本市の人口減少に伴い、中長期的には減少傾向で推移することが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3-1-1-2 地区別の人口 

（令和５年４月時点の推計人口） 

図 3-1-1-3 地区別の人口密度の比較 

（令和５年４月時点の推計人口） 

図 3-1-1-7 本市の人口、給水人口及び下水道処理区域内人口の推移 



3-1-2 水需要 

(1)一般家庭用等の水需要 

給水人口と水需要（有収水量）との関係を見ると、給水人口は増加傾向であるのに対し、水需要は減少

傾向にあります。 

これは、節水機器の普及や節水意識の高まりを背景とした１人当たりの生活用水量の減少が大きな要

因として考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)熊本市における節水の取組 

本市では、地下水の量と質の保全を目的とした「地下水保全プラン」を策定し、熊本市民総参加で節水

に取り組む「節水市民運動」を実施しています。 

この地下水保全プラン（第３次）では、１人１日当たりの生活用水使用量 210 リットル（九州主要都市の

平均使用量）を令和６年度（２０２４年度）の目標値とし、節水についての情報発信やイベント等を開催する

とともに、将来を担う子どもたちへ水の学習を実施するなど、節水意識の醸成や定着、節水行動の喚起に

努めています。 

図 3-1-2-3 １人１日当たりの生活用水使用量 図3-1-2-2 「節水市民運動に関する市民意識調査」

（令和 5年度） 

図 3-1-2-1 本市の給水人口と水需要（有収水量）の推移 



(3)大口需要者の動向 

令和５年度（２０２３年度）時点では、年間の水道使用量のうち約 11％を大口需要者※が使用しています。

また、その使用水量は平成 21年度（２００９年度）と比較すると減少しているものの、近年はほぼ横ばいで

推移しています。 

 

 
 

 

 

 

(4)下水道事業における有収汚水量 

下水道事業における有収汚水量は、水道事業同様、節水機器の普及や節水意識の高まりにより微減

傾向で推移しています。今後の有収汚水量については、下水道の未普及地区の整備が完了するまでの

間は、微減傾向で推移し、その後は人口減少の影響により、減少スピードは加速していくことが予測され

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 大口需要者：ここでは、１月当たりの使用水量が 500㎥以上の使用者のこと。 

図 3-1-2-6 本市の下水道処理区域内人口と有収汚水量の推移 

図 3-1-2-5 大口需要者の使用水量推移 
図3-1-2-4 年間の使用水量における

大口需要者の割合（令和５年度） 



写真 3-2-2-2 第４回アジア・太平洋水サミット 

3-2 水資源 

3-2-1 世界に誇る地下水都市・熊本 

熊本市は、水資源に恵まれており、清らかで豊富な地下水は、社会活動を営むうえで様々な用途に利

用されています。 

水道事業でもその恩恵は大きく、人口約７４万人の都市で水道水の全てを地下水で賄っているところ

は全国でも他に例がありません。まさに世界に誇る地下水都市と言えます。 

仮に、地下水の減少や水質の悪化により水道水源として利用できなくなれば、河川水やダムなどに水源

を求めることになりますが、浄水場の建設などには多額の投資が必要となるため、地下水を守り続けるこ

とが必要です。 

 

3-2-2 本市の地下水保全活動 

本市の地下水保全活動は、昭和48年度（１９７３年度）

に熊本県と共同で実施した熊本市及び周辺地域地下

水調査結果や、健軍水源池近くのマンション建設反対

運動をきっかけに市議会で決議された地下水保全都市

宣言（昭和 51年３月）に始まります。翌年の昭和 52 年

（１９７７年）には熊本市地下水保全条例を制定し、地下

水保全に取り組んできました。 

しかし、都市化の進展や農業情勢の変化により雨水

等が浸透しやすい水田や畑地などが減少したことで、地

下水かん養量が減少してきました。 

そこで、平成 16 年（２００４年）３月に熊本市地下水量保全プランを策定、平成 21 年（２００９年）３月に

は水量と水質の両面から地下水保全に取り組むため、このプランを熊本市地下水保全プランに改め、  

市民協働による節水市民運動や県及び本市を含む近隣 11 市町村との連携による広域的な地下水保全

対策などを実施してきました。 

本市のこのような長期的かつ広域的な地下水保全の取組は国内外から高く評価され、平成 20 年  

（２００８年）６月に「第 10 回日本水大賞グランプリ」を受賞し、平成 25 年（２０１３年）３月には「国連“生命

の水”最優秀賞」を受賞しました。また、令和4年（２０２２年）４月にはアジア・太平洋地域の首脳、閣僚級、

国際機関の代表者などが参加し、水に関する諸問題を議論する「第４回アジア・太平洋水サミット」が開催

され、特別セッションでは、熊本地域の地下水保全の取組等について世界へ発信しました。 

 

 

  

図 3-2-2-1 かん養域の経年変化 

出典：世界に誇る地下水都市熊本 

写真 3-2-2-1 国連“生命の水”最優秀賞 



3-2-3 地下水量 

  阿蘇火山は約２７万年前から 9 万年前にかけて 4 度の大火砕流噴火を起こしました。これにより、熊

本地域に地下水を育む地層が形成されました。この地層は隙間が多く、雨水が地下に浸透しやすい特徴

があります。浸透した水は基盤岩や粘土層の上に貯まり、地形に沿って流れます。阿蘇西麓や白川中流

域の水が地下に浸透し、熊本の主な地下水となっています。 

このようにして、育まれた地下水は、熊本地域の重要な共通財産です。 

しかし、市街地の拡大や宅地・産業用地造成等により、かん養域が減少することで、地下水かん養量が

減少し、その結果、地下水量の減少が懸念されています。 

 安定した地下水量を維持していくためには、森林の整備や水田を活用したかん養など長期的な視点で
地下水保全に取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

   

 

  

図 3-2-3-1 熊本地域の地層 

出典：熊本市の水道水源について（地下水の流れ） 



3-2-4 地下水質 

 地下水の質については、全体として良好な状態ですが、熊本市の一部

地域では硝酸性窒素濃度の上昇が見られます。 

地下水中の硝酸性窒素の主な発生源は、施肥、家畜排せつ物、生活

排水の３つです。土壌へ投入された窒素は、土壌中の微生物等の作用

を受けて硝酸性窒素になります。 

硝酸性窒素による地下水質の悪化は、発生源が広く分布し、地下水

への影響が広範囲に及びやすいことから、深刻な問題となっています。 

また、近年では、全国の河川や地下水のほか、水道水からも、暫定目

標値を超えるPFOS・PFOAなどの有機フッ素化合物が検出されるな

ど、人体への影響が懸念されています。 

本市の水道水では、令和3年度（２０２１年度）より定期的にPFOS及

びPFOAの水質検査を実施しており、これまで暫定目標値を超えたこと

はなく、安心して飲んでいただけるよう、結果を公表するとともに、国の

動向を注視していく必要があります。 

 

3-2-5 半導体関連産業の集積による影響 

微細な加工を必要とする半導体は、わずかな不純物が付着すると性能を発揮できないため、生産の各

工程で入念な洗浄を行う必要があります。そのため、非常に多くの水を使用します。 

本市に隣接する菊陽町に建設された世界最大の半導体企業では、地下水を１日に平均約8,500㎥、 

年間で約310万㎥を採取する計画となっています。今後、半導体関連産業が集積することより、地下水採

取量の増加が見込まれることから、地下水位を継続的に観測し、影響を注視していく必要があります。 

 

図 3-2-4-1 硝酸態窒素による地下水質

への影響イメージ図 

出典：第３次熊本市硝酸性窒素削減計画 



3-3 水環境 

3-3-1 公共用水域の水質保全の取組 

本市は市内全域が生活排水対策重点地域※に指定されており、公共下水道や農業集落排水施設の整

備と合併処理浄化槽の普及促進により、総合的な汚水処理に取り組んでいます。 

これらの汚水処理システムは、衛生環境を向上させるとともに、汚れた水を浄化することで河川や閉鎖

性水域である有明海の水質を保全する役割を果たしています。 

また、これらの施設は放流水質の基準が定められており、浄化センターで処理された水は水質検査を

実施し、法律で定められた水質基準に適合しているか確認しています。 

県内への半導体関連産業の進出に伴い、放流水質への関心が高まっていることから、関係機関と情報

共有を図っていきます。 

  

3-3-2 有明海の水質について 

閉鎖性海域では、赤潮の発生による漁業被害や景観等への影響が問題となっています。赤潮は、窒素

やリンの流入により植物プランクトンが増殖し、水質が悪化することで発生します。 

有明海においては、国が平成 12年（２０００年）に新たに窒素やリンにかかる、水質の環境基準※を定め、

平成 14 年（２００２年）11 月には「有明海及び八代海を再生するための特別措置に関する法律」が制定さ

れています。 

これを踏まえ、熊本県は「有明海流域別下水道整備総合計画（以下「流総計画」という。）」を策定してい

ます。この流総計画では、窒素やリンなどの汚濁負荷量の総量を削減するため、下水道事業に対して高

度処理施設の設置等を求めています。 

 現在、本市を含む県内の多くの事業体では、標準的な下水処理を実施していますが、赤潮等の被害を

軽減するためには、今後更なる水質の改善を進めていく必要があります。 

 

 

 

 
※ 生活排水対策重点地域：水質汚濁防止法に基づき、都道府県知事が公共用水域の水質保全のために生活排水対策の推進

が特に必要であると認め、指定した地域のこと。 
※ 環境基準：人の健康を保護し、生活環境を保全するうえで維持することが望ましいとされる基準のこと。 

図 3-3-2-1 有明海における赤潮の発生件数および被害件数 

農林水産省水産庁九州漁業調整事務所 九州海域の赤潮を基に作成 



3-4 熊本地震等を踏まえた災害への備え 

3-4-1 大規模災害への備え 

平成 28 年（２０１６年）４月に発生した熊本地震では、わが国観測史上初めての２度にわたる震度７クラ

スの大地震や 4,200回を超える余震が発生し、市内の避難者は最大約 11万人にも及びました。 

上下水道施設も甚大な被害を受け、特に水道事業では、市内に点在する取水井戸全てで濁りが生じた

ことにより、市内全域約 32万６千世帯が断水しました。 

そのような中、他都市から延べ 4,286人にも及ぶ支援を受け給水活動を展開したものの、当時の限ら

れた人員や資機材では最大 33箇所の給水所を開設することが限界であり、広域断水下における応急給

水体制の脆弱さが明らかとなりました。また、市内の全取水量の約３分の２を占める東部地区において、

取水井戸の停止や基幹管路の損傷によって他配水区への水融通が困難となったことから、災害時のリス

ク分散にも取り組む必要性があります。 

このように、熊本地震という大規模災害を体験したことで、これまで気づくことのなかった課題が明らか

になり、今後の災害対策に活かすべき様々な教訓を得ました。 

さらに、令和６年（２０２４年）１月に発生した能登半島地震では、上下水道施設において基幹管路等の

耐震化が未実施であったこと等により、甚大な被害が発生したことから、改めて耐震化や老朽化対策の

重要性を認識させられたところです。 

このような経験を踏まえて、災害時を想定した訓練の実施や備蓄に関する市民への周知、広域断水時

の応急給水やトイレの確保など、平常時における災害の備えがとても重要です。 

 

  

図 3-4-1-1 熊本地震の被害 



3-4-2 災害対応力の強化 

日本周辺は、複数のプレートによって複雑な力がかかっており、世界でも有数の地震多発地帯となって

います。南海トラフ地震など、科学的に想定される最大クラスの大地震の発生が想定されており、いつ大

規模な地震が起きてもおかしくはありません。 

本市においても、熊本地震と同規模以上の災害が再度発生する可能性を念頭に置きながら、熊本地震

で得た教訓を活かし、上下水道施設の強靱化を進めていく必要があります。 

しかしながら、極めて大規模な災害が起きた場合には、行政による支援、いわゆる「公助」には限界があ

ることが分かりました。そのため、地域住民との連携による給水活動など「地域社会がお互いを守る共助」

の役割と、住民自らが水や食料等の必要最低限の備蓄をしておくなど「住民が自らを守る自助」の考え方

のもと、相互に連携していくことがとても重要となります。 

今後の災害対策については、市民力・地域力・行政力を結集した防災・減災のまちづくりを目指し、  

災害対応力を強化していくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-4-3 支援・受援体制の強化 

大規模な災害が発生した直後には、電話によるお客さまからの問い合わせや漏水被害等の情報提供

が殺到し、その対応に追われることから、初動態勢の構築に支障をきたし、応急活動の着手が遅れること

が想定されます。 

そこで、熊本地震の経験を踏まえて、平成 30 年（２０１８年）に上下水道局災害時支援受援計画を策定

し、大規模災害により業務量が特に膨大となった場合は、民間委託が可能なものについて極力民間業者

の力を活用し、職員のマンパワーを応急活動及び全体のマネジメント業務に集中できるようにしました。 

また、他都市からの応援についても受入窓口の設置等、受援体制を構築することで、迅速な復旧復興

につなげていくこととしています。 

しかしながら、令和 6 年（202４年）１月に発生した能登半島地震においては、発災直後から被災地の

図 3-4-3-1 日本付近のプレートの模式図 

出典：国土交通省気象庁ホームページ 

図 3-4-3-2 市民・地域・行政の災害対応力の強化 



支援に向かいましたが、積雪地域への支援活動の備えが十分でなかったことや、他の支援都市との連携

や支援活動の調整などに苦慮しました。 

 このことから、定期的な災害対応訓練の実施による初動態勢の確認や職員の防災意識の向上、被災地

支援等を通じて明らかとなった新たな課題への対策など、既存の計画を見直すことで、災害時における 

支援・受援体制の強化に努めていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

写真 3-4-3-２ 下水道施設の被害調査（能登半島地震） 写真 3-4-3-１ 給水支援活動（能登半島地震） 

写真 3-4-3-3 熊本地震での他都市からの応援 写真 3-4-3-4 熊本地震での他都市からの応援 

（全体会議） 



図 3-5-1-1 月別降水量割合 

（令和元年～令和５年の平均） 

3-5 局地化、集中化、激甚化する雨 

3-5-1 降雨の状況 

熊本市は、九州山地の西側に位置することから降水量が多く、特に梅雨の時期（６月、７月）は大雨が降

りやすい傾向にあり年間降水量の約４割がこの時期に集中しています。また、近年では短時間で局地的

に強く降る雨が増加しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国的にも気候変動等に伴う想定を超える降雨が頻発しており、球磨川などの河川の氾濫が相次いだ

令和２年７月豪雨や、九州を中心に記録的な大雨となった令和４年台風第 14号など雨の脅威が増してい

ます。 

 

3-5-2 豪雨による浸水被害 

都市化が進んだ人口密集地は、アスファルトやコンクリートに覆われているため、降った雨の多くが地

中に染み込まず河川や下水道に流入します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5-1-2 熊本市の最大降水量（日・時間）の推移 

写真 3-5-2-1 上下水道局周辺（左：昭和 23年、右：平成 28年）  

出典：国土地理院ホームページ内「地図・空中写真閲覧サービス」 

 



このように都市化が進んだ地域に、短時間に集中した雨が降ると、下水道や道路側溝などの排水設備

の許容量を超えることがあり、道路冠水など都市型水害を引き起こすことになります。 

市内には、大雨の際に道路冠水等による浸水被害が頻発する地区もあり、平成 24 年７月九州北部豪

雨や熊本地震後の平成 28年６月の豪雨では大きな被害を受けました。 

 

 

 

 

 

 

3-5-3 下水道が担う浸水対策の役割 

雨水の排除は下水道が担う重要な役割の一つであり、激しさを増す都市型水害から市民の生命と財

産を守るため、下水道の重要性がますます高まってきています。 

また、強い勢力の台風等による長時間にわたる豪雨も発生しています。河川の水位が上昇した状態で

は、都市部に溜まった雨水も排除することができなくなります。 

国や県、本市河川部局では河川の氾濫を未然に防ぐとともに被害を最小化するための対策（外水対策）

を実施しており、大規模な都市型水害に対しては、関係機関と協働して流域全体で水害を軽減させる流

域治水への転換が必要とされています。そのようなことから、これまでのハード整備に加え、ソフト対策を

踏まえた総合的な浸水対策の推進が求められています。 

  

写真 3-5-2-3 県営江津団地付近の浸水被害 

浸水深 50cm （令和５年７月３日） 

分水施設 調整池 雨水バイパス貯留管 

写真 3-5-3-1 下水道事業による浸水対策 

写真 3-5-2-2 平成 24年九州北部豪雨の被害状況 

(国土交通省 熊本河川国道事務所ホームページ 

「平成 24年 7月洪水（九州北部豪雨）」より引用) 



3-6 カーボンニュートラルの実現 

3-6-１ 地球温暖化対策に向けた動き 

 国は、令和 2 年（２０２０年）10 月に、２０５０年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする

「2050年カーボンニュートラル」を宣言するとともに、令和3年（２０２１年）4月には、２０３０年度の温室効

果ガスを46％削減（2013年度比）することを目指し、更に50%削減に向けて挑戦を続けていくことを表

明しました。その後、令和 3 年（２０２１年）10 月に、これらの目標を盛り込んだ「地球温暖化対策計画」を

閣議決定しました。 

 一方、熊本連携中枢都市圏では、令和 2 年（２０２０年）1 月、「２０５０年温室効果ガス排出実施ゼロ」を

宣言し、令和 3年（２０２１年）3月には「熊本連携中枢都市圏地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を

策定しました。 

 これらの動きを受け、本市においても、令和5年（２０２３年）3月に「熊本市役所脱炭素化イニシアティブ

プラン～熊本市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）～」を策定しました。本計画では、熊本連携中枢

都市圏で掲げている「２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロ」に向け、本市が率先して事務及び事業の脱

炭素化に取り組むこととし、温室効果ガスの排出削減に向けた４つの取組方針を示すとともに、２０３０年

度までの削減目標として、本市の事務及び事業に伴う温室効果ガス排出量を 65%削減（２０１３年度比）

し、電力使用に伴う温室効果ガス排出量はゼロとすることを掲げています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

3-6-２ 上下水道事業における電力消費等 

上下水道事業は多くのエネルギーを消費する巨大な装置産業です。 

熊本市の事務事業全体における年間の電力消費量と温室効果ガス排出量を見ると、上下水道事業が

占める割合は大きく、特に電力消費量は約半分にも及びます。水道事業では、100％地下水源であるこ

とから、くみ上ポンプ等を稼働させるため多くの電力を消費し、他の政令指定都市等と比べると配水量  

１㎥当たりの電力消費量が大きくなっています。 

  




